
  高齢化が進む住宅都市として、「自らの命は自ら守る。皆のまちは皆で守る。」という意識の浸透、自主防災組織の充実及び避難行動
要支援者に対する地域での助け合いの取り組み等を広げ、市民自らの防災力の向上を図ります。さらに、情報伝達体制の整備や津波
対策の充実、河川の改修等を進め、地震や大雨等の自然災害に強いまちづくり、狭あい道路の整備や消防力の充実など都市災害を防
ぐまちづくりを進めます。
　また、市民一人ひとりの防犯意識の向上を図り、地域の安全は地域で守るという意識を高め、防犯環境に配慮した環境整備を図り、誰
もが安心して暮らすことができる、犯罪の起きにくいまちづくりをめざします。

　　　　　施策体系別評価による総括コメント

安全安心アクションプラン

◇個別計画の理念（最上位の目標）＝総合計画基本構想の「取り組みの方向」の評価

■

  避難行動要支援者支援事業については、個別支援プランの作成

が予定通り進まない状況があるが、個別支援プランの作成はない

ものの、地域で見守る体制ができた地域が増えている。今後も地域

の事情に合わせた見守り体制の構築を進める必要があるため、総

括としては「取組の方向」に向けた平成30年度の取り組みは、ある

程度達成できたと考える。

　防犯対策事業については地域安心安全情報共有システムの防

犯情報の登録者数が目標を上回っており、順調に進捗している。

審議会・懇話会等の総括意見 （個別計画の懇話会等が作成）

B

◇施策体系別の評価

施 策 体 系 コ メ ン ト 審議会・懇話会等の意見
施策
体系
評価

事業評価の状況

(a) （b） （c）
事業名

避難行動要支

援者支援事業

避難行動要支援者支

援事業

1

同意者数2,659名に対し、個別支援プ

ランが提出されているのは55名によ

り、作成率は約2.1％である。しかし、地

域づくりができており個別支援プランを

作成する必要がない地域（821名）を含

めると、30.9％が個別支援プラン作成

と同等に支援ができるものと考えること

ができる。

1

防犯対策事業 防犯対策事業

a 1

地域安心安全情報共有システムの防

犯情報の登録者が平成30年度末現在

11,706人となり、2022年度目標を上

回った。
2

(b)

取
り
組
み
の
方
向

b
(b)

審議会等が妥当と考える評価区分

【個別計画進行管理総括表-２】

２

個別計画の評価２（施策体系別）

資料４



◇審議会・懇話会等の意見／【Action】の観点からの意見等

＜個別計画の今後の展開や策定に向けて考慮・検討を要する事項＞　（次期計画に向けた意見）

＜事業の推進・改善に向けて意見・提案＞　（今年度、来年度に向けた意見）

◇審議会・懇話会等の意見

＜計画を越えた連携についての意見（他の計画や住民自治協議会等との連携）＞

特になし

＜各所管による事業進行管理表の評価状況についての意見＞
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